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【船員保険勘定】

令和７年３月31日現在

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 77,008,340,170 

未収入金 490,426,862 

前払費用 7,071,780 

貸倒引当金 △ 99,539,066 

流動資産合計 77,406,299,746 

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 1,406,761 

工具備品 1,824,296 

リース資産 3,160,483 

有形固定資産合計 6,391,540 

２　無形固定資産

ソフトウェア 169,390,731 

ソフトウェア仮勘定 1,804,817,960 

無形固定資産合計 1,974,208,691 

　固定資産合計 1,980,600,231 

　　資産合計 79,386,899,977 

科　　　　　目 金　　　　　額

貸　借　対　照　表
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（単位：円）

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 3,418,506,296 

未払費用 10,746,932 

預り補助金 1,000 

前受収益 107,771,276 

短期リース債務 774,314 

賞与引当金 35,702,014 

役員賞与引当金 1,713,737 

流動負債合計 3,575,215,569 

Ⅱ　固定負債

長期リース債務 2,466,917 

退職給付引当金 610,825,503 

役員退職手当引当金 261,725 

固定負債合計 613,554,145 

　負債合計 4,188,769,714 

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 465,124,590 

資本金合計 465,124,590 

Ⅱ　船員保険法第１２４条の準備金

準備金 68,450,728,277 

準備金合計 68,450,728,277 

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 6,282,277,396 

（うち当期純利益） (6,282,277,396)

利益剰余金合計 6,282,277,396 

　純資産合計 75,198,130,263 

　　負債・純資産合計 79,386,899,977 

科　　　　　目 金　　　　　額
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【船員保険勘定】

自　令和６年４月１日

至　令和７年３月31日

（単位：円）

経常費用

事業費用

保険給付費 26,169,493,686 

拠出金等

前期高齢者納付金 3,066,751,026 

後期高齢者支援金 8,087,962,435 

退職者給付拠出金 38,001 

病床転換支援金 3,249 11,154,754,711 

介護納付金 3,169,576,346 

業務経費

保険給付等業務経費

人件費 208,388,377 

福利厚生費 255,787 

委託費 9,369,459 

郵送費 37,646,520 

減価償却費 1,405,335 

その他 34,652,000 291,717,478 

レセプト業務経費

人件費 3,715,600 

福利厚生費 8,341 

委託費 11,250,215 

郵送費 2,250,044 

その他 478,720 17,702,920 

保健事業経費

健診費用 492,752,627 

委託費 283,368,934 

郵送費 30,892,123 

その他 1,831,988 808,845,672 

福祉事業経費

福祉事業給付金 1,051,126,216 

委託費 168,793,412 

郵送費 1,143,902 

減価償却費 18,912,448 

その他 8,236,246 1,248,212,224 

その他業務経費 30,679,906 2,397,158,200 

一般管理費

人件費 249,600,346 

福利厚生費 214,866 

一般事務経費

委託費 439,729,314 

地代家賃 110,478,997 

システム関連費 6,183,515 

その他 252,554,173 808,945,999 

減価償却費 60,328,350 

貸倒引当金繰入額 10,581,587 

その他 63,257,646 1,192,928,794 

事業費用合計 44,083,911,737 

損　益　計　算　書

科　　　　　目 金　　　　　額
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（単位：円）

事業外費用

財務費用

支払利息 40,249 40,249 

事業外費用合計 40,249 

経常費用合計 44,083,951,986 

経常収益

事業収益

保険料等交付金収益 41,772,618,000 

疾病任意継続被保険者保険料収益 831,683,925 

職務上年金給付費等交付金収益 4,566,216,000 

国庫補助金収益 2,887,385,279 

国庫負担金収益 163,244,000 

診療報酬返還金収入 35,067 

返納金収入 56,849,274 

損害賠償金収入 33,644,914 

拠出金返還金収入 794,652 

出産育児交付金収益 13,535,365 

その他 2,100 

事業収益合計 50,326,008,576 

事業外収益

財務収益

受取利息 40,176,086 40,176,086 

雑益 50,372 

事業外収益合計 40,226,458 

経常収益合計 50,366,235,034 

経常利益 6,282,283,048 

特別損失

固定資産除却損 2 2 

税引前当期純利益 6,282,283,046 

法人税、住民税及び事業税 5,650 

当期純利益 6,282,277,396 

科　　　　　目 金　　　　　額
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【船員保険勘定】

自　令和６年４月１日

至　令和７年３月31日

（単位：円）

金　　　　　額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

保険給付費支出 △ 26,118,989,570

拠出金等支出 △ 11,040,585,694

介護納付金支出 △ 3,157,638,346

国庫補助金返還金支出 △ 560,440

人件費支出 △ 468,946,741

その他の業務支出 △ 3,283,631,129

保険料等交付金収入 41,445,000,000

疾病任意継続被保険者保険料収入 874,607,376

国庫補助金収入 7,453,642,719

国庫負担金収入 163,244,000

その他の業務収入 179,041,942

小計 6,045,184,117

利息の支払額 △ 36,867

利息の受取額 40,176,086

法人税等の還付額 59

法人税等の支払額 △ 5,390

  業務活動によるキャッシュ・フロー 6,085,318,005

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,946,522

無形固定資産の取得による支出 △ 1,786,734,950

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,788,681,472

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 1,633,285

 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,633,285

Ⅳ 資金の増加額 4,295,003,248

Ⅴ 資金期首残高 72,713,336,922

Ⅵ 資金期末残高 77,008,340,170

キャッシュ・フロー計算書

科　　　　　目
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【船員保険勘定】

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 6,282,277,396              

当期純利益 6,282,277,396              

Ⅱ 利益処分額 6,282,277,396              

船員保険法第１２４条の準備金繰入額 6,282,277,396              

Ⅲ 次期繰越利益 -                                 

利益の処分に関する書類

科　　　　　目 金　　　　　額

上記の利益処分を行った場合、純資産の部の船員保険法第１２４条の準備金残高は 74,733,005,673円と
なります。
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【船員保険勘定】 

 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 財務諸表作成の根拠法令 

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令（平成 20 年９月 26 日厚生労働省令第 144 号）

に定める基準により作成しております。 

 

Ⅱ 重要な会計方針 

１．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 10～15 年 

工具備品 ５～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、協会内利用のソフトウェアについては、協会内における利用

可能期間（主に５年）に基づいております。 

（3）リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。 

(4) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。 

なお、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 19 年４月 23 日法律第 30 号）附則第 26 条

第３項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附則第 27 条

第２項の規定に基づき、国家公務員退職手当法（昭和 28 年８月８日法律第 182 号）第２条第１

項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）としての引き続いた

在職期間を協会の職員としての在職期間とみなすことにより計上される額に相当する額につい

ても、併せて計上しております。 
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① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(5) 役員退職手当引当金 

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

 

３．船員保険法第 124 条の準備金の計上基準 

船員保険事業に要する費用の支出に備えるため、船員保険法施行令（昭和 28 年８月 31 日政令

第 240 号）第 28 条に定める基準により、計上しております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。 

 

５．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

Ⅲ 貸借対照表関係 

有形固定資産の減価償却累計額 26,202,079 円 

 

Ⅳ 損益計算書関係 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 77,008,340,170 円 

資金期末残高 77,008,340,170 円 

 

２．重要な非資金取引の内容 

当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ

3,687,230 円であります。 
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Ⅵ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

当協会は、資金運用については、健康保険法施行令（大正 15 年６月 30 日勅令第 243 号）第１

条の２に定める金融商品に限定しております。 

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従って、財務状況の悪化等による回収

懸念の早期把握や軽減を図っております。 

リース取引は、設備投資等に係るものです。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 77,008,340,170 77,008,340,170 － 

(2) 未収入金 490,426,862   

貸倒引当金 △99,539,066   

 390,887,796 390,887,796 － 

資産 計 77,399,227,966 77,399,227,966 － 

(1) 未払金 3,418,506,296 3,418,506,296 － 

(2) リース債務 3,241,231 3,191,718 △49,513 

負債 計 3,421,747,527 3,421,698,014  △49,513 

 

(注)金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

(2) 未収入金 

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対照表

価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもって時価と

しております。 

 

負 債 

(1) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

   （2）リース債務 

     元利金の合計額を、新規に同様の割賦又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いた現在価値により算定しております。 
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Ⅶ 退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当協会は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）を採用

しております。 

退職一時金制度では、退職給付として、勤続年数及び等級に基づく累積ポイント並びに退職事

由に基づき決定された一時金を支給します。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 

退職給付債務の期首残高 473,568,383 円 

勤務費用 29,358,271 円 

利息費用 523,228 円 

数理計算上の差異の発生額 △85,580,228 円 

退職給付の支払額 △18,235,838 円 

退職給付債務の期末残高 399,633,816 円 

 

 

(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

 

非積立型制度の退職給付債務 399,633,816 円 

未積立退職給付債務 399,633,816 円 

未認識数理計算上の差異 211,191,687 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 610,825,503 円 

  

退職給付引当金 610,825,503 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 610,825,503 円 

 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

勤務費用 29,358,271 円 

利息費用 523,228 円 

数理計算上の差異の費用処理額 △17,129,696 円 

確定給付制度に係る退職給付費用 12,751,803 円 

 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 1.54％ 
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Ⅷ 重要な債務負担行為 

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります。 

件   名 翌事業年度以降の支払予定額 

次期船員保険システム開発における工程管理支援等業務 180,400,000 円 

次期船員保険システム開発アプリケーション開発等業務 

一式 
901,626,880 円 

合   計 1,082,026,880 円 

 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

  該当事項は、ありません。 

 

Ⅹ その他の注記事項 

１.東日本大震災に係る補助金について 

東日本大震災の被災者に対して実施した令和６年度全国健康保険協会災害臨時特例補助金交付

要綱（令和６年４月１日厚生労働省発保 0401 第 10 号厚生労働事務次官通知）の３及び令和６年

度東日本大震災復旧・復興に係る全国健康保険協会特定健康診査国庫補助金交付要綱（令和６年

４月１日厚生労働省発保 0401 第 16 号厚生労働事務次官通知）の３に定める事業に係る国庫補助

金受入額並びにその使用状況は以下のとおりであります。 

 

（単位：円） 

対象事業 受入額 使用状況（*1） 残額（*2） 

医療保険事業（*3） 871,000 871,000 － 

特定健診事業 1,000 － 1,000 

合 計 872,000 871,000 1,000 

（*1）船員保険における一部負担金等の免除、特定健康診査に係る自己負担金の免除等による

費用であり、保険給付費及び健診費用として計上しております。なお、金額については、開

示時点における概算額によっております。 

（*2）国庫補助金の未使用額は、翌事業年度以降に返還が見込まれるため、預り補助金として負

債に計上しております。また、前事業年度の未使用額については、当事業年度に 3,000 円

を返還しております。 

  （*3）令和６年度の補助金受入額 871,000 円に対し、一部負担金免除額は 932,932 円（開示時

点における概算額）でした。なお、令和元年度までの補助金受入額（補助金未使用額（返還

額）を除く。）と一部負担金免除額等は同額であり、令和２年度から令和６年度までの補助

金受入額（補助金未使用額（返還額）を除く。）の累計 4,355,000 円に対し、一部負担金免

除額等の累計は 7,738,631 円（令和５年度までの累計額 6,805,699 円）となっております。 
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附属明細書 

（船員保険勘定） 
 

 

 

 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細 

 

２．引当金の明細 

 

３．資本金、準備金、積立金及び剰余金の明細 

 

４．国等からの財源措置等の明細 

 

５．役員及び職員の給与費の明細 
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残
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「
当
期
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「
当
期
減
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額
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、
当
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資
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の
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載
し
て
お
り
ま
す
。

(
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２
)
当
期
減
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額
は
、
リ
ー
ス
期
間
満
了
に
伴
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1
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。
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３
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。
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４
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．
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よ
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 ５
．

役
員

及
び

職
員
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給

与
費

の
明

細

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
注
１

)
役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
基
準
は
、
全
国
健
康
保
険
協
会
役
員
報
酬
規
程
及
び
全
国
健
康
保
険
協
会
役
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。
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注
２
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員
に
対
す
る
給
与
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退
職
手
当
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支
給
基
準
は
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。
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定
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す
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員
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与
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職
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当
に
つ
い
て
は
、
各
勘
定
に
共
通
す
る
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上
し
て
お
り
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し
て
お
り
ま
す
。
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